
平成 31年小樽市議会第 1回定例会

市	 長	 提	 案	 説	 明

平成 31年第 1回定例会の開会に当た り、ただいま上程 されました各案件に係

る提案理由の説明に先立ち、い くつか申し述べ させていただきます。

まず、 この度明 らか とな りま した 「職員の住居手 当及び通勤手当の過支給」に

ついてであ ります。

当該手当の現況調査 を実施 した結果、届け出た内容 と実態が変わったにもかか

わ らず、変更の届出を怠つていたことや、認定 した家賃の中に対象 とならない経

費が含まれていたことな どによ り、一部に過支給が生 じていたことが判明 しま し

た。 このことは、市の公務に対する信頼 を損な うものであ り、市民の皆様や議員

の皆様に不信 を抱かせ ることとな りま した。改めて、深 くおわびを申し上げます。

今後は、届出内容 と実態が乖離す ることがないよ う、手当に係 る届出義務の周

知徹底 を図るほか、届出様式の見直 しや確実なチェンクを行 うことな どによ り、

再発防止に努めてまい ります。

次に、平成 30年 第 4回定例会において議決 され ました、平成 29年 度一般会

計決算の不認定への対応について、報告 させていただきます。

不認定の理由に挙げ られてお りま した事項の うち、除排雪につきま しては、	2

9年度は、特に排雪作業が十分ではなかったことか ら、不適切な執行であった と

の御指摘を受けた ところです。そ こで、	30年 度は、排雪協議を迅速にlFめ て、

早めに作業 日程 を決定 し、できる限 り適 tT」 なタイ ミングでバス路線や主要な通学

路などを優先 した排雪作業を進めることといた しま した。

また、臨港地区の除排雪につ きま しては、委託業務 を分割 したことによつて、

一部の地域において路面整正な どに対す る苦情が寄せ られ、港湾活動に支障 を来

す結果 となった との御指摘であ りま した。そこで、 30年 度は、支障が生 じるこ

とのないよ うな体制を確保す るため、一体的な管理が可能 となるよう、再委託 を
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認めることを前提 に、経費を肖」減 しつつ、臨港地区全体 を一括で行 える業者 に発

注することといた しま した。

このほか、不認定の議決に際 し御指摘のあ りま した事項の うち、ふれあいパス

事業に関す るものな ど、速やかに是正や改善に向けた措置 を講 じる必要があると

認 められ るものにつきましては、不認定の議決 を待たず に措置を講 じるか、又は

改善に向けた方策 に着手 した ところであ ります。

今後にお きま しては、市民の皆様、議員の皆様 に疑義が生 じることのない よう、

よリー層、適正な行財政運営に努めてまい ります。

続 きま して、新年度 に向けた市政執行の所信 の一端 と施策の概要 を中し上げ、

議員の皆様の御理解 と御協力を頂きたい と思います。

就任か ら早 くも約半年が経ちま した。

市長 として多 くの市民の方々と接す る中で、この歴史 と伝統ある小博の舵取 り

役 を担 う責任 と、市民の皆様の期待を改めて感 じているところであ り、新年度に

臨むに当た りま しては、このまちが抱える多 くの課題 を解決 し、 「夢あふれ る元

気な小樽Jを 実現す るため、ス ピー ド感 を持って全力で取 り組んでい く決意 を新

たに しているところであ ります。

まず、こ うした決意を実行に移 してい くためのまちづ くりの基本方針 を、私が

政治姿勢 として掲げた 3つ のキー ワー ドに沿つて申し上げます。

一つ 日は、 「対話の重視Jで あ ります。

就任後、まずはまちづ くりを再起動 させ るべ く、 「市長 と語 る会Jの再開や、

「中小企業振興会議 J、 「北海道新幹線活用小樽まちづ くり協議会Jの設置な ど、

官民の意見交換や協議の場 を設 けるとともに、昨年 12月 には、	1年間空席 であ

った副市長 を選任 し、市政を前に進めてい く体制 を整 えてきたところであ ります。

さらに来月、経済界を中心 とした各種団体 とまちづ くりについて意見交換 を行

う「小樽スクラム ミーティングJを設置することとしてお り、 こうした場 な どを

活用 しなが ら、市民や経済界の皆様 との対話を促進 し、力を合わせてまちづ くり

を進めてまい りたい と考えてお ります。
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二つ 日は 「経済 と生活の好循環」であ ります。

人 口減少時代において、市民生活 を守 り、豊かにす るための行政サー ビスを維

持 し、まちを元気に してい くためには、経済の活性化 で税収の増加 を図 り、市民

ニーズに応 える施策 を展開す る好循環を確立 してい くことが必要であ り、本市に

おいてその柱 となるのは観光であ ります。

観光 を取 り巻 く状況 としま しては、世界的に海外旅行者数 は増加傾 向にあ り、

貴重 な成長市場であると言えます。政府 は、訪 日外国人旅行者数の 日標 を 202

0年に 4000万 人、	2030年 に 6000万 人 と掲げている中、	2018年 に

は、は じめて 3000万 人を超えま した。

新千歳空港ではアジア圏の観光客 を中心に国際線 の利用者が大幅に増カロしてお

り、 さらに昨年はウラジオス トクとの直行便 も就航 し、 ロシア沿海地域が身近に

なってきた ところです。 これは本市にとって観光のほか、物流においてもチャン

スではないか と捉えているところであ り、いち早 くこのチャンスを生か したい と

考 えてお ります。

市内においても、後志 自動車道の余市インターチェンジと小樽 ジャンクシ ョン

間が開通 し、道央圏か ら北 しリベ しへのアクセス向上による広域観光の推進が期

待 され るほか、北海道新幹線 の トンネルエ事が始ま り、新たな玄関 日となる新駅

開業に向けた取組 も進んでいます。

また、昨年宿泊施設が相次いでオープンし、今後 もホテルの建設 が予定 され る

な ど、長年の課題であった滞在型観光の推進 に向けた環境が整いつつあ り、本市

が観光都市 として更に飛躍するために大事な時期を迎えていると言えます。

この機会 に、歴史や文化な どを活か したLFu光 資源の磨 き上げや受入れ体制の充

実 を図 り、観光都市 としての整備 を進めるとともに、その経済効果 を広 く波及 さ

せ るため、関連産業 との連携 を深めてまい りたい と考えてお ります。

三つ 日は 「備えJで あ ります。

昨年 9月 の北海道胆振東部地震に伴 う大規模停電への対応では、避難所などの

電源対策や情報伝達などに課題 を残 し、防災の面か ら市民生活の安全	 安心に備

えてい くことの大切さを改めて痛感 した ことか ら、防災力の強化に重点的に取 り
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|■ んでまい りたい と考えてお ります。

また、本市の昨年の出生数が 500人 を言1り 、ここ 20年 で半減 しているとい

う状況か ら、未来に備 える少子化対策の重要性 を改めて感 じた ところであ ります。

国は、子育て世代の経済的負担を軽減す るため、本年 10月 か ら幼児教育の無

償化を始めますが、本市としま しては、こ うした政策に歩調 を合わせなが ら、地

域性 を考慮 した独 自の施策 も展開 し、安心 して子 どもを生み育て られ る環境 を整

えてまい りたい と考えてお ります。

次に、 このよ うな方針 に基づいて行いま した、平成 31年 度予算編成の基本的

な考え方を中し上げます。

本市の財政は、平成 22年 度 に累積赤字 を解消 して以降も、当初予算の編成に

おいては毎年度財源不足が生 じてお り、依然 として厳 しい財政状況が続いてお り

ます。 このよ うな中、	31年 度予算 の編成 においては、公約の推進 をは じめ、 こ

れまでの議会議論において御指摘いただいた課題や、社会的要請にできる限 り応

えてい くため、職員 と議論を重ね、選択 と集 中の観点で事業を厳選 してまい りま

した。

その結果、特に近年増加す る自然災害や少子化への対策 として、安全・ 安心ヘ

の備 えや子育て支援 を中心に、公約 の推進 を重視 した施策を展開す ることとし、

「み らいに向けた “備 え	 はぐくみ"予算Jと 掲げた ところであ ります。

収支の状況につ きま しては、 30年 度予算に比べ、歳入では市税や譲与税・交

付金 などが増カロし、歳出では債務負担による単年度負担の平準化や有利 な起債の

活用な どによ リー般財源の削減に努 めたことか ら、昨年 11月 に策定いた しま し

た 「収支改善プランJにおける収丈見通 しに比べ、一定程度の収支改善が図 られ

たもの と捉 えてお りますが、	31年 度 も大変厳 しい予算編成 とな り、結果 として

財源不足が生 じたことか ら、財政調整基金の取崩 しな どの財源対策を行い、収支

均衡予算を編成 した ところであ ります。

今後 も、 「収支改善プランJに掲 げた収支の改善に向けた取組 を進め、財政の

健全化 を図つてまい ります。

次に、当初予算案に計上 した主な事業の概要について、 「第 7次小樽市総合計
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画基本構想」の 「まちづ くり	6つ のテーマJに沿って御説明申し上げます。

なお、教育行政の執行方針につきま しては、後は ど教育長か ら説明いた します

ので、私か らは予算面か ら主なものに絞 つて申し上げます。

は じめに、第 1のテーマ 「安心 して子 どもを生み育てることのできるまちJに

つ いてであ ります。

本市の未来 を支える次世代 を大 L● には ぐくむ とともに、小樽商科大学 との人 口

減少問題の共同研究において、教育や子育て環境 の満足度が子育て世代の定住志

向 と関連す るとされていることか らも、子育て世代のニーズには優先的に応 えて

まい りたい と考えてお ります。

新年度の主な取組 としま しては、まず、妊娠期か ら子育て期までの切れ 日のな

い支援 を目指 して、新たに不妊検査にかかる費用に対す る助成を行 うとともに、

こどもの医療費の助成 を、中学生の入院にまで拡大 します。

また、ひ とり親家庭、生活保護世帯、経済的に不安のある世帯の中学生を対象

に、学習支援や困 りごと相談に応 じる事業を新たに実施 します。

さらに、保育環境の充実を図るため、学校法人小樽学園いなほ幼稚園が行 う認

定 こども園舎な どの施設整備や、新たに実施す る 「病児保育事業Jに対 して補助

を行います。

このほか、後でも述べますが、特に子育て世代の方々か ら要望の多い公園整備

を進めてまい ります。

学校教育に関 しては、教員の働 く環境や児童生徒の学習環境の改善のため、中

学校への部活動指導員の配置や、教育用パ ソコンの整備 、学校司書の増員などを

行 うとともに、十小学校の耐震補強及び大規模 改造工事や、耐震診断未実施の学

校施設に対す る耐震診断を行います。

また、生まれ育ったまちの理解 を深め、小樽の未来を担 う人材 を育成す るため、

キャ リア教育を推進す るとともに、地域の民俗芸能 を体験する機会の提供や、本

市の歴史	 文化などを学ぶための教材 「小樽の歴史Jの作成などを通 じてふ るさ

と教育の充実をはか ります。

次に、第 2の テーマ 「
・tも が

いきいきと健やかに暮 らせ るまちJについてであ
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りまt。

まず、ふれ あいパス事業については、今年度 と同様の制度を新年度 も継続 しな

が ら、持続可能な新制度に向けた検討 を行います。また、障害者 タクシー利用助

成事業において、新たに交付対象に視覚障害 2級の方を追加 いた します。

健康寿命の延伸 を目指す取組 としま しては、糖尿病の重症化 を防 ぐため、未治

療者への受診勧奨や保健指導を新たに実 IL‐ す るとともに、受動喫煙 を防 ぐため、

市民や施設管理者への周知及び飲食店な どにおける受動喫煙防止策の推進 を図 り

ます。

このはか、消費税率引上げに伴 う国の対応 として、低所得者及び子育て世帯の

消費への影響 を緩和す るとともに、地域 における消費を喚起す るため、市民税非

課税世帯 と 3歳未満の子が属す る世帯を対象に、プ レミアム付商品券 を販売いた

します。

次に、第 3の テーマ 「強みを生か した産業振興によるにぎわいのまちJについ

てであ ります。

「経済 と生活の好循環Jを生み出すため、地域経済を支 える中小企業の収益改

善や、そこで働 く人々の雇用環境の改善に結びつ くよう、外か ら人やお金を呼び

込み、地域 内で循環 させ ることを意識 しなが ら取組を進 めます。

まず、地場産品のブラン ド化や販路拡大 を図る取組 としま しては、国内市場に

向けては、全国規模の商談会への参加や商品特性に適 した販路の開拓、商品の磨

き上げ相談な どを行い、海外に向けては産学官連携によるベ トナム市場開拓のた

めの商談会 などを引き続 き行います。

中小企業・小規模事業者の振興策 としま しては、新規創業者 に対す る家賃や内

外装工事費な どへの補助 を継続す るはか、産学官金の新たなネ ッ トワー クである

「中小 .t・ 業振興会議Jを 開催 し、今後の中小企業振興施策の立案に向けた取組を

進めてまい ります。

企業誘致推進の取組 としま しては、観光客誘致や クルーーズ船誘致な ど、強みで

ある観光を基軸 として本市におけるビジネスの機会 を拡大 し、企業の進出につな

げていく考 えであ ります。首都圏におけるネ ッ トワーク構築 を図るべ く、新たに
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フォー ラムを東京で開催 し、私 も積極的に トップセールスを行つてまい ります。

次に、観光についてですが、昨年は 日本這産 「北前船寄港地・船主集落Jに本

市が追加認定 され、北海道遺産にNPO法 人北海道鉄道文化保存会が申請 した「4ヽ

樽 の鉄道遺産Jが選定 されたはか、 「小樽雪あか りの路」が、国土交通大臣表彰

である 「手づ くり郷土賞J大賞部門のグランプ リに選ばれ るなど、嬉 しい話題が

相次ぎま した。

平成 31年 度 は、 日本遺産について、来年 1月 に向けて地域型の申請を 目指す

とともに、昨年追加認定を受けた北前船ス トー リーの活用策 として、本年 10月

には石狩市 と共同開催 のフォーラムな どを実施 し、 日本遺産の取組 を観光客の増

加 につなげてまい ります。

また、観光案内所の通訳スタッフを増員 し、外国人観光客の受け入れ体制を強

化す るとともに、小樽観光協会が行 うフィ リピン旅行博出展などのプ ロモーシ ョ

ン活動に補助するな ど、官民で力を合わせて誘客促進に取 り組んでまい ります。

このほか、中心市街地のにぎわいづ くりのため、商店街 などが行 う魅力向上や

観光客の回遊性向上を図る事業に対 して支援を行います。

小樽港の振興策 としま しては、ロシア沿海地域や国内のポー トセールスを引き

続 き行 うとともに、コンテナ航路の維持に必要なガン トリー クレーンの延命化対

策工事や、勝納泊地においてパナマ ックス船の入港 に必要な水深を確保す るしゅ

んせつ工事を行います。

また、クルーズ船誘致のためのプロモー ション活動 を継続す るとともに、大型

客船の接岸が可能 となるよ う、国 と連携 して第 3号ふ頭 の岸壁改良工事及び泊地

しゅんせつ工事を進めるほか、港湾計画の改訂に向け、長期構想の検討 を再開い

た します。

雇用	 就業の促進に向けた取組 としま しては、シルバー人材センターにおける

事務局体制の強化を支援 し、高年齢者の就業を促進す るはか、若者の地元定着に

向けて、これまでの 「高校生就職スキルア ップ支援事業Jを見直 し、企業 とのマ

ッチング機会の確保を意識 し、新たに 「若者就職マ ッチング支援事業Jと して実

施 します。
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次に、第 4の テーマ 「生活基盤が充実 した安全で暮 らしやすいまち」について

であ ります。

昨年の大規模停電の経験 を踏 まえ、災害が起きても安全・安心な市民生活を確

保す るための 「備 え」を優先 して行います。

まず、非常時の停電対策 として、避難所 となる全小 中学校 と公立保育所等に非

常用発電機や投光器 を配備するほか、停電時も救急医療 を継続できるよう、夜間

急病セ ンターに非常用電源設備 を整備 します。

また、東 日本大震災の教謂か ら、津渡な どの際に沿岸部の市民や観光客へ迅速

に情報伝達す るため防災行政無線 を整備す るとともに、災害時に市内全域 に情報

が提供できるよう、 FMお たるの難聴地域解消のための送信局増設 に向けた調査

及び実施設計を行います。

さらに、星置川・新川の洪水浸水想定区域の見直 しに対応 した洪水ハザー ドマ

ップを作成するなど、防災力の強化 を図ってまい ります。

災害に備 えた消防力の強化 としま しては、災害対応特殊化学消防ポンプ 自動車

の更新や、地域の安全を担 う消防団の活動を強化す るため、災害発生時に必要な

資機材 の搬送のほか広報車 としても活用できるよ う、小型動カポンプ付積載車の

更新 を行います。

除排雪については、今 シーズンの計画的な排雪作業などが一定程度評価 をいた

だいた と受 け止めてお りますので、基本的に同様 の除排雪作業 を行 う予算 として

お りますが、貸出 しダンプにかかる経費につ きま しては、市民 との協働事業 とし

て抜本的な制度の見直 しを含めた検討 を行い、第 3回 定例会で補正予算 として改

めて提案いた します。

新幹線新駅の開業に向けた取組 としま しては、新駅周辺のまちづ くりや、 2次

交通、 ソフ ト対策などについて、 「北海道新幹線活用小樽 まちづ くり協議会」を

開催 し、官民一体 となって協議を進 めます。

人 口対策 としての移住促進の取組 としま しては、北海道 と連携 して、東京 23

区に在住又は通勤 している者が本市に移住 し、要件を満たす 中小企業等に就職又

は起業 した場合に支援金を支給す る「移住支援事業Jを新たに実施 します。
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次に、第 5の デーマ 「まちなみ と自然が調和 し、環境にや さしいまちJについ

てであ ります。

まず、廃棄物の適正処理に関する取組 としま しては、桃内の一般廃棄物最終処

分場の延命化のための整備 といた しま して、今後 のか さ上げの工事に先立ち、平

成 31年 度は トラックスケールや、浸出水処理施設 の自動制御装置の更新な どを

行います。

また、ごみ収集運搬等の効率化のため、大型塵芥車及び不法投棄パ トロール用

の リフ ト付 きダンプを購入 し、車両の再編を行います。

子 どもたちが安心 して利用できる公園整備 としま しては、築港臨海公園におい

て、ダニーデン市か ら寄贈 を受けた友好親善の象徴である遊具を改修す るほか、

幸 中央公園な ど 7つ の都市公園において、老朽化 した公園遊具な どを地域の意見

を聴 きなが ら更新 します。

このほか、本市の強み	 魅力である歴史的景観の保全のため、市指定歴史的建

造物の外観の保全 に要する経費への補助 を継続いた します。

次に、第 6の テーマ 「生 きがいにあふれ、人 と文化を育むまちJについてであ

ります。

まず、文化芸術の振興に関 しては、第 70回 記念 となる小樽市文化祭や、没後

50年 となる伊藤整の特別展を開催す るほか、美術館 2階展示室の照明を、省電

力で幅広い展示に対応できるLED照 明に更新いた します。

また、本市を代表す る重要文化財である旧日本郵船株式会社小樺支店の保存・

FF用 を図るため、耐震補強及び改修工事 を行います。

スポーツの振興に関 しては、手宮公園競技場 に第 3種公認陸上競技場 として必

要な付帯設備を整備 いた します。

その他の主要事業 としま しては、まず、市政の総合的な指針 となる第 7次小樽

市総合計画について、施策の内容を示す 「基本計画Jを策定するとともに、人 口

減少対策 と地域の創生に向けた施策 を取 りまとめる、次期 「小樽市総合戦略Jの

策定を行います。

また、公共施設の集約化や複合化な どによる再編 を示す 「公共施設再編計画 J
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を、市民意見交換会を経て策定 します。

人 口減少時代において、市民生活 を守 り、まちの活力を高めてい くためには、

各分野における取組 をより効果的・効率的にしてい くことはもちろん、複合的な

課題 に対 して、各部門で課題 を共有 し、関連 して取 り組む ことで、組織 としての

課題解決力を高めてい くことが必要です。

こうした計画の策定によ り、庁内の連携を深めるとともに、議会や市民の皆様

と、まちづ くりの課題や方 向性 を共有 し、持続可能なまちづ くりに向けて、一九

となって取 り組んでまい りたい と考えてお ります。

このほか、当初予算に計上 した事業以外にも、国立小樽海上技術学校の存続に

向けた取組や、後で述べます連携中枢都市圏の形成による札幌市 との連携 などを

進 めてまい ります。

本年 5月 には元号が変わ り、新たな時代の幕開けを迎えます。

ふ るさと小樽 を安全	 安心で活力あふれ るまちとして、次の世代に しつか りと

引き継いでいけるよう、皆様 とともに、未来に備 えたまちづ くりを行 つてまい り

たいと考えてお りますので、議員各位の御協力をお願い申 し上げます。

次に、今議会に上程 された各案件 について説明申し上げます。

初 めに、議案第 1号か ら議案第 14号 までの平成 31年 度各会計予算について

説明申し上げます。

最初に、平成 31年 度一般会計予算の主なものについて、前年度の当初予算 と

比較 して説明申 し上げます。

まず、歳入についてであ りますが、市税につ きま しては、個人市民税、法人市

民税 などで減収が見込まれ るものの、固定資産税、都市計画税な どで増収が見込

まれ ることか ら、 2	7パ ーセ ン ト、 3億 5,	280万 円増の 135億 7,	35

0万円を見込みま した。

地方交付税につきま しては、国の地方財政計画の伸び率などを基本に、本市の

特殊事情 を勘案 しなが ら積算いた しま して、臨時財政対策債 を加 えた実質的な地

方交付税 では、	1	7パ ーセ ン ト、 2億 9,	500万 円減の 170億 5,	100
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万円を見込みま した。

地方消費税交付金につきま しては、 3	2パ ーセ ン ト、 7,	800万 Fl増 の 2

5億 700万 円を見込みま した。

また、歳出の主なものについて経費別 に申 し上げます と、いわゆる義務的経費

では、人件費が 0	6パーセン トの減、公債費が 4	3パ ーセン トの減 とな りま し

たが、扶助費 において、市内幼稚園の新制度幼稚園・認定こども園への移行 に伴

う教育・保育給付費負担金の増などにより、	2	1パ ーセン トの増 となった こと

か ら、合計では 0	3パ ーセン トの増 とな り、歳出合計に占める義務的経費の割

合は、前年度 を 1	9ポ ィン ト下回る 56	1パ ーセン トとな りました。

行政経費 につきま しては、市議会議員選挙、知事 。道議会議員選挙、参議院議

員選挙の執行や、低所得者	 子育て世帯向けプ レミアム付商品券事業の実施 など

に伴い 9	7パーセ ン トの増 とな りま した。

建設事業費につ きま しては、幸小学校の校舎等耐震補強等事業や色内ふ頭老朽

化対策事業な どの工事に取 り掛かることか ら、	74	3パ ーセン トの増 とな りま

した。

負担金、補助及び交付金につ きま しては、後期高齢者医療の療養給付費負担金

において増 とな りま したが、民間保育施設等整備支援事業費補助金、周産期 医療

支援事業費補助金 の減などにより、 3	2パ ーセ ン トの減 とな りま した。

維持補修費につきま しては、除雪費において、平成 30年 度 は補正予算で計上

していた除排雪業務委託料などを当初予算で計上 したことなどか ら、	74	4パ

ーセ ン トの増 とな りま した。

繰 出金につ きま しては、病院事業分が増 とな りま したが、港湾整備事業分が皆

減 したほか、 国民健康保険事業、介護保険事業、産業廃棄物処分事業、後期高齢

者医療事業、水道事業、下水道事業などへの繰 出分が減 となったことか ら、全体

では 2	9パ ーセ ン トの減 とな りま した.

次 に、特別会計及び企業会計の主なものについて説明申し上げます。

国民健康保険事業につきま しては、歳出では、被保険者数の減少な どによ り、

保険給付費が 4	2パ ーセ ン ト減の 105億 7,	855万 円となるほか、国保事
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業費llt付金 が 0	5パ ーセ ン ト増の 30億 1,	700万 円とな りま した。

歳人では、保険給付費の減に伴 う道支出金の減が見込まれ るほか、保険料の総

額は 2	1パーセン ト減の 19億 460万 円と見込んでいますが、被保険者数の減

少 と国保事業費納付金の増加 の影響による保険料率の引き上げを緩和するため、

基金繰入金を 1億円計上 しま した。

介護保険事業につきま しては、 これまでの利用実績 と今後の利用見込みを勘案

して算定 した結果、保険給付費は 0	7パ ーセン ト減の 134億 8,807万 円、

介護予防推進のための地域支援事業費は 5	4パ ーセン ト増の 7億 5,	624万

円とな りました。

また、保険料は 2	5パ ーセン ト増の 29億 1,	621万 円と見込みま した。

後期高齢者医療事業につ きま しては、保険料 14億 7,	472万 円、低所得者

等に対する保険料軽減に係 る公費負担金 5億 3,	877万 円及び事務費 4,	60

8万 円を、事業の実施主体である「北海道後期高齢者医療広域連合Jへ支出す る

ものであ り、前年度に比べ 5,636万 円の増 となってお りますが、これは主に、

徴収す る保険料について、制度改正及び被保険者数 の増加 に伴い増 となったため

であ ります。

病院事業につきま しては、総務省の「新公立病院改革ガイ ドラインJに基づき、

平成 29年 3月 に策定 した「新小樽市立病院改革プラン」に沿つた取組 を実践 し、

一定の成果が現れてきているところであ ります。平成 31年 度においても、引き

続 き経営改革を推進 し、改革プラン収支 目標の達成 に向け、病院事業管理者 の下、

職員一丸 となって、健全で 自立 した病院経営に努めてまい ります。

水道事業につきま しては、長期的かつ安定的な水の供給 を図るため、老朽化 し

た管路の更新や耐震化を進 めるとともに、浄水場な どの施設の更新工事を実施 し

てまい ります。資金収支の見通 しは、平成 31年 度末 において も、引き続 き、資

金余乗」となる見込みであ り、今後 とも給水1反益 に見合った効率的な事業運営に努

めてまい ります。

下水道事業につきま しては、処理場	 ポンプ場の機械 ・電気設備な どの老朽化

した施設の更新や、汚水管の整備 を進 めるとともに、色内ふ頭護岸改修工事を実
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施 してまい ります。資金収支の見通 しは、平成 31年 度末においても、引き続 き、

資金余剰 となる見込みであ り、今後の事業運営に当た りま しても、効率的で健全

な経営に努めてまい ります。

産業廃棄物等処分事業につ きま しては、一般国道 5号小樽市塩谷 トンネルエ事

に伴 う土砂の搬入量が大幅に増 えることか ら、収益的収入は増加が見込まれ、収

益的支出において、管理運営業務等、委託料の増な どが見込まれますが、平成 3

1年度の収益的収支 としては黒字が見込まれます。

簡易水道事業につきま しては、長期的かつ安定的な水の供給を図るため、配水

ポンプ所の老朽化 した設備の更新 を進 めてまい ります。資金収支の見通 しは、平

成 31年 度末においても過不足は生 じない見込みであ り、今後 とも効率的な事業

運営に努めてまい ります。

以上の結果、平成 31年 度の財政規模 は、一般会計では 572億 130万 1,

000円 、特別会計では 327億 3,	680万 9,	000円 、企業会計では 25

8億 2,	769万 5,	000円 、全会計では 1,	157億 6,	580万 5,	00

0円 とな り、前年度の当初予算 と比較いた します と、一般会計で 3	8パーセ ン ト

の増、特別会計で 5	5パ ーセ ン トの減、企業会計で 5	3パ ーセ ン トの増 とな

り、全会計では 1	3パ ーセ ン トの増 とな りま した。

次に、議案第 15号 か ら議案第 19号 までの平成 30年 度各会計補正予算 につ

いて説明申 し上げます。

議案第 15号 の一般会計の主なもの といた しま しては、歳 出では、非常時停電

対策 として、外国人観光案内所の非常用発電機の整備等について経費の一部 を助

成す る 「訪 日外国旅行者受入環境整備緊急対策事業費補助金」を計上す るほか、

「低所得者	 子育て世帯向けプ レミアム付商品券事業Jを平成 31年 度に実施す

るため、国の補正予算に対応 し、所要の経費 を繰越明許費 として計上いた しま し

た。

また、決算見込みの精査により、歳出では、石狩湾新港管理組合負担金や職員

給与費を減額、歳入では、土地売払収入や減収補填債 を計上するはか、市税 、市
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債を増額するとともに、財政調整基金繰入金を減額するなど、所要の補正を.I上

いた しました。

以上の結果、一般会計における補正額は、歳入歳出ともに 1億 5,	447万 円

9,	000円 の減 とな り、財政規模は、	566億 2,	488万 円となりました。

次に、議案第 16号から議案第 19号までの特別会計及び企業会計補正予算の

主なものについて説明申し上げます。

港湾整備事業では、中央 2号上屋の建物売払いに伴 う財産収入の計上や決算見

込みの精査による中央ふ頭国有地購入費の減などについて、国民健康保険事業で

は職員給与費の減などについて、介護保険事業では、●ll域支援事業費の増や保険

給付費の減などについて、所要の補正を計上いた しま した。

また、病院事業につきましては、入院・外来収益の増額 と材料費、給与費の増

額などについて所要の補正を計上いたしました。

続 きま して、議案第 20号 か ら議案第 37号 までについて説明申 し上げます。

議案第 20号 	 職員の勤務時間、休 日、休暇等 に関す る条例の一部を改正す る

条例案につ きま しては、国家公務員に準 じて、時間外勤務命令の上限を設定す る

目的で、時間外勤務に関す る委任規定を設けるものであ ります。

議案第 21号 	 特別職に属す る職員の給与条例の一部 を改正する条例案 につき

ま しては、特別職の期末手当支給害1合 について、職員の勤勉手 当支給割合の引上

げに準 じた改定を行 うとともに、この改定にかかわ らず、引き続 きその支給割合

を据え置 くこととするものであ ります。

議案第 22号 	 こども医療費助成条例等の一部 を改正する条例案 につきま して

は、 こども医療費助成の対象 に中学生の入院を追加す るとともに、所要の改正を

行 うものであ ります。

議案第 23号 	 国民健康保険条例の一部を改正す る条例案につきま しては、国

民健康保険法施行令の一部改正に伴い、基礎賦課限度額 を改定 し、及び低所得者

に係 る国民健康保険料の軽減措置の対象者の範囲を拡大す るとともに、保険料の

減免の特例について見直 しを行 うものであ ります。
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議案第 24号 	 駐車場条例の一部 を改正す る条例案につ きま しては、公 の施設

としての銭函 3丁 目駐車場 を廃止す るとともに、所要の改正を行 うものであ りま

す。

議案第 25号 	 夜間急病セ ンター条例の一部を改正す る条例案 につきま しては、

消費税率及び地方消費税率の引上げに伴い、診療 に係 る利用料金及び文書料を改

定す るものであ ります。

議案第 26号 	 廃棄物の減量及び処理 に関す る条例の一部 を改正する条例案に

つ きま しては、消費税率及び地方消費税率の引上げに伴い、産業廃棄物処分手数

料及び廃棄土砂処分手数料を改定す るものであ ります。

議案第 27号 	 市営住宅条例の一部を改正す る条例f~に つきま しては、消費税

率及び地方消費税率の引上げに伴い、集会所の利用料金及び駐車場の使用料 を改

定す るとともに、所要の改正を行 うものであ ります。

議案第 28号 	 港湾施設管理使用条例の一部 を改正す る条例案 につきま しては、

中央 5号上屋の供用開始に伴い、新たに使用料を設定す るとともに、消費税率及

び地方消費税率の引上げに伴い、港湾施設の使用料を改定す るものであ ります。

議案第 29号 	 入港料条例の一部 を改正す る条例案につ きま しては、消費税率

及び地方消費税率の引上げに伴い、入港料 を改定するものであ ります。

議案第 30号 	 水道事業給水条例の一部 を改正す る条例案につきま しては、消

費税率及び地方消費税率の引上げに伴い、給水装置工事に係 る工事費、水道料金

並びに給水装置の新設工事及び改造工事に係 る加入金 を改定す るとともに、所要

の改正 を行 うものであ ります。

議案第 31号 	 簡易水道事業給水条例の一部 を改正す る条例案 につきま しては、

消費税率及び地方消費税率の引 上げに伴い、簡易水道事業の水道料金を改定する

ものであ ります。

議案第 32号 	 下水道条例の一部を改正する条例案につ きま しては、消費税率

及び地方消費税率の引上げに伴い、排水設備工事に要す る工事費及び下水道使用

料を改定す るとともに、所要の改正 を行 うものであ ります。

議案第 33号 	 札幌市及び小樽市における連携 中枢都市圏形成 に係 る連携協約
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の締結に関す る協議につきま しては、地方 自治法第 252条 の 2第 1項 の規定に

よ り、連携 中枢都市圏形成 に係 る連携協約の締結に関 し、札幌市 と協議す るもの

であ ります。

議案第 34号 	 市道路線の認定につ きま しては、朝里北 30号 上通線及び朝里

中学校前通線 を認定す るものであります。

議案第 35号 	 職員給与条例等の一部 を改正す る条例案 につ きま しては、管理

職 である職員に限 り、人事評価の結果 を昇給及び勤勉手当の支給に反映 させ るも

のであ ります。

議案第 36号 	 水道布設工事監督者 を配置す る工事及び当該監督者の資格基準

並びに水道技術管理者の資格基準に関す る条例の一部を改正する条例案につきま

しては、水道法施行規則の一部改正に伴い、所要の改正を行 うものであ ります。

議案第 37号 	 過疎地域 自立促進市町村計画の変更につきま しては、過疎地域

自立促進特別措置法第 6条第 7項 において準用す る同条第 1項の規定によ り、過

疎地域 自立促進市町村計画の一部を変更す るものであ ります。

最後に、専決処分報告についてであ りますが、報告第 1号につきま しては、平

成 30年 度一般会計予算において、小樽港保安施設改良工事について入札不調に

よ り年度内にその支出が終了 しない見込みであることか ら、その予算の一部を繰

越明許費 とす るため、同会計の補正予算について平成 31年 1月 21日 に専決処

分 したものであ ります。

以上、概括的に説明 中し上げま したが、何 とぞ原案 どお り御可決、御承認賜 り

ます ようお願い申 し上げます。
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